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Data & Information

SDGs達成に向けた人口と食料安全保障会議　Ⅱ
2017年　提言

前文：私たちは2017年4月17日に開催された「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた人口と食料安全保障会議II」で
の協議に基づき、SDGsの達成に向けて具体的な対策を推進するために以下の提言を行う。

1.　2016年に開催された「SDGs達成に向けた人口と食料安全保障キックオフ会合」の成果である、人口増加に対
する食料安全保障を確保するための「2016年　提言」を確認する。

2.　SDGsの基調である「誰も取り残されない」世界の実現は、我が国の国際協力の柱である「人間の安全保障」
と政府が推進する「すべての女性が輝く社会」の実現と軌を一にするものである。またもう一つの基調である

「人間の尊厳」の保たれる社会の構築は、人口と開発に関する国会議員活動の当初からの理念でもある。従って、
SDGsを実現に向けることは、日本政府にとって、また人口と開発に関する国会議員活動にとって不可欠の取
り組みと言える。これを実現するためには、人口問題、栄養の確保を含む食料安全保障への取り組みが必須で
あり、それを実現するための具体的な行動が求められている。

3.　さらにこの人口、環境、栄養の確保を含む食料安全保障、ユニバーサル･ヘルス･カバレッジ（UHC）の達成
は相互依存的であり、不可分な関係にある。従って、SDGsを達成するためには；

①　人口の安定化を図るために、情報を得た上での選択に基づく人口問題への自発的な取り組みを促進するととも
に、UHCを実現するためにも、全ての人がリプロダクティブ・ヘルス（RH）サービスを利用できるようにし、

②　世界人口が増加を続けている中で食料安全保障を実現するためには、淡水資源の制約、気候変動など環境要
因を考慮に入れた環境適合的な農業開発に加え、生産から小売りまでの食品ロスを減らすフードバリューチ
ェーンを構築し、

③　伝統的な食料生産を再評価し、共同体の機能を強化するなどの食料生産に関連する適切な投資に加え、教育
を中心とした人的資源開発を、特に女性に向けて行い、

④　小規模農家への支援、その中でも、女性が男性と同等に資源、特に土地を利用できるとともにその権利を確
保できるよう推進し、

⑤　適切な栄養の確保を含む食料安全保障の達成のために、環境耐性が高い優良種子の開発・生産などを科学的
に推進し、

⑥　栄養確保は食料安全保障の重要な要素であるだけでなく、UHCの基盤でもあり、健康な次世代の育成とい
う意味からも、妊娠時からの1000日間の栄養を確保するとともに、母乳育児を推進・保護し、また大きな
財政負担を伴わない健康長寿への取り組みとして高齢者における適切な栄養摂取を確保し、

⑦　環境負荷の少ない技術の開発、省資源型の開発を推進することに加え、有害性の低下に向けた企業努力を適
切に評価することなどが、不可欠であることを再確認する。

4.　こうした取り組みを推進にするためには、政府、市民社会、企業の連携が必須である。私たちはCSR活動を
通じた企業の社会貢献を支持するとともに、企業活動がグローバル・コンパクトをはじめとする経済メカニズ
ムおよび環境資金メカニズムと有機的に連携し、企業利益と公益をより一層両立できるようにするための制度
構築を行うよう呼びかける。

以上の提言を行い、人口問題への取り組みと食料安全保障達成に向けた議論の一助とする。

長の参加者への感謝の言葉の後、
小杉隆 元文部大臣・元GLOBE
インターナショナル会長の乾杯
の発声で始まりました。続いて、

谷合正明 参
議 院 議 員、
松本剛明 衆議院議員・元外務大臣、
林芳正 参議院議員・JPFP幹事・元
農林水産大臣・元防衛大臣がそれぞ
れ挨拶を述べ、この問題に取り組む
重要性を強調しました。トリを努め

た逢沢一郎 JPFP会長代行・国際母
子栄養改善議連副会長は、日本AU
友好議連会長も務めていることから、

「人口問題と栄養の問題の両方共、ア
フリカが中心となる課題であり、ア
フリカ開発において非常に重要な役
割を持つ、このような地球規模課題
の解決のために、市民社会の皆様と国会議員が連携して取
り組んでいきましょう」と呼びかけました。和やかな雰囲
気の中で、多くの参加者が交流を深めることができました。

SDGs達成に向けた人口と食料安全保障
会議Ⅱ開催

「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた人口と食料
安全保障会議II」が、公益財団法人アジア人口・開発協会

（APDA）主催、国際人口問題議員懇談会（JPFP）共催、
シンジェンタ社、外務省、農林水産省の後援で、4月17日
に衆議院第一議員会館1F国際会議室で開催されました。
この会議は、SDGs達成には人口の安定化と食料安全保障
の確立が不可欠であるとの理念に基づき、昨年10月24日
に開催されたキックオフ会合に引き続くものです。

今回の会議は、栄養を「質の食料安全保障」と位置付け、
セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン、日本リザルツ、ワー
ルド・ビジョン・ジャパン、栄養不良対策行動ネットワー
ク、国際母子栄養改善議員連盟などの「栄養」に関わる市
民社会が午前中に共催した「世界栄養報告（GNR）セミ
ナー」と連携して開催されました。会議では、準備の段階
から広く意見を募り、会議成果を反映させた「提言」が採
択されました。

◯　開会式
開会式は、高橋千秋 元外務副大臣・
日本農産物輸出組合理事長の司会進
行の下、まず主催者を代表して、福
田康夫 APDA理事長・JPFP名誉会
長・元内閣総理大臣が歓迎挨拶を行
いました。福田理事長は、今回の会
議は昨年の会議の成果を踏まえ、質
の食料安全保障としての栄養の確保、水資源の制約を中心
に、これらの課題を解決に向けるための官民連携メカニズ
ムであるグローバル・コンパクトの推進に焦点を当てたも
のであり、「持続可能な開発の達成という共通の目標を達

成するためには知恵が必要であり、
様々な分野で活躍しているそれぞれ
の組織が、その専門性を活かしなが
ら連携する事で、素晴らしいアイデ
アが出てくるのではないかと期待す
る。この会議がSDGs達成に向けた
プラットフォームになって欲しい」

と期待を述べました。

続いて、逢沢一郎 衆議院議員・APDA
理事・JPFP会長代行が、JPFPおよ
び国際母子栄養改善議員連盟を代表
して、人口問題と栄養の関連性とそ
の重要性、日本が取り組んでいく意
義を強調し、「こうした地球規模課
題の解決のために、国会議員が市民
社会と連携し、共に取り組んでいくことが重要である」
と挨拶しました。

増子輝彦 参議院議員・APDA理事・
JPFP副会長は、東日本大震災により
甚大な被害を受けた福島選出の国会
議員として、福島から避難した児童
生徒に対するいじめなどに見られる
ような、科学的知識の欠如が引き起
こす問題に触れ、「科学技術に過度に
依存することも間違いなら、科学技術を無視することも誤
りであり、持続可能な開発を達成するためには正しい科学
的知識を持って、適切にそれを利用していくことが不可欠
である」と、持続可能な開発に向けた科学技術のあり方を
問いかけました。

最後に、会議開催を支援したシンジ
ェンタジャパン株式会社の篠原聡明 
代表取締役社長が挨拶を行い、「企業
活動が持続的なものとなるためにも、
企業、市民社会、政府が連携して
SDGsを達成していくことが重要で
ある」と会議支援の意義について触

れ、主催者および会議開催に尽力した関係者に感謝の言葉
を述べました。
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会議アンケート結果

２． ご参加いただいた主な目的・理由は何ですか、
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）

４． 今回の会議は企業、政府、市民社会の連携の試みと
して開催しました。こうした事業についてどのよう
な印象をお持ちでしょうか。（１つ○をつけて下さい）

３． どのような分野に関心がおありですか、
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）

５． 企業と市民社会の連携に必要と思う行動に
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）
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P o p u l a t i o n &  D e v e l o p m e n t

開会式に引き続いて、相星孝一 外務
省地球規模課題審議官（大使）が、
SDGsがその前身となるミレニアム
開発目標（MDGs）と異なり、途上
国だけではなく、先進国も自国の問
題として取り組まなければならない
という視点から、「SDGsの国際的動

向と我が国の取り組み」と題した基調講演を行いました。

◯　�セッション１：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）、リプロダクティブ・ヘルス（RH）の基礎
としての栄養

①　 内田淳正 三重大学学長顧問・前学長 
「健康長寿を支える栄養－医学的見地からの考察」

内田学長顧問は、健康長寿と生活、
栄養の関係について講演を行い、健
康長寿の実現には、栄養バランスの
取れた食事をきちんと控えめにとり、
適切な運動をすることが最も重要な
のは明らかであるにも関わらず、多
くの人たちが自分の生活スタイルを
変えずに、病気にかかって治療してもらう方が楽だと考え、
そのように行動していることが医療費増大の大きな原因と
なっている、と話しました。また健康寿命と寿命の格差は、
県別で大きく差があり、これは寿命が死亡届に基づいた客
観的なデータであるのに対し、健康寿命はアンケート調査
に基づく主観的なものであることが原因であり、今後政策
立案を適切に行うためにも、健康寿命を客観化し、要介護
度などの指標を使った客観的な調査法などに切り替える必
要性を指摘しました。

②　 取出恭彦 味の素株式会社母子栄養改善室シニアアド
バイザー 

「栄養改善とSDGs－途上国における栄養改善実現の
ためのマルチステークホルダー連携」

取出氏は、味の素がガーナで行って
いるプロジェクトの説明を行い、そ
の得意分野であるアミノ酸技術、栄
養に関する知見を活用して、栄養不
良の削減を具体的に進めるとともに、
企業にとっての新たなマーケットと
していくことで、適切な企業利益に
つながるように努力していること、そうすることで初めて
事業の継続が可能になると話しました。ただ栄養が適切に
摂れていない地域は、インフラも整備されていないために、

◯　�セッション2：環境とその食料生産および人口に対す
る影響

①　 楠本修 APDA事務局長／常務理事・日本大学講師 
「人口、環境、食料生産」

楠本事務局長は、個人
的な研究成果の発表
であることを断った
上で、地球という惑星
において生命圏は非
常に脆弱で微妙なバ
ランスの上に成り立っているのに、人間の活動だけが自然
界のバランスを無視して拡大し、非常に大きな負荷をかけ
ていると説明しました。「人類の歴史の中で、現在の食料
の状況は例外的と言っていいほど恵まれており、それは地
球に大きな負荷をかけることで維持されています。当然、
生態系が劣化すれば、食料安全保障が脅かされます。人類
社会の歴史は、変化に対する適応の結果を正当化してきた
歴史であると言え、どんなに悲惨なことが起こっても、そ
れは生き残った人々によって正当化されてきました。悲惨
な状況が生じることを防ぐためには、そうならないように
条件を整備する必要があり、これは現在に生きる者の責務
であると言えます。その中でも人口問題への取り組み、特
に具体的対処として、望まない妊娠を防ぐために『全ての
人がRHを利用できるようになる』ための努力が重要とな
ります」と述べました。

②　 沖大幹 東京大学教授・国連大学上級副学長 
「淡水資源と食料生産」

沖教授は、講演の中で、水資源
が稀少な資源であることを踏ま
えながらも、飢饉の頻度は変わ
らないものの規模が縮小してき
ていること、水資源取水量の上
昇が鈍化し、世界人口の伸びも
鈍化してきていることを指摘しました。また、1ｔの小麦
を作るのに1000ｔの水が必要となり、1ｔの牛肉を作るた
めには、その数万倍の水が必要であることを考えれば、食
料貿易は膨大な水の貿易でもあり、適切な貿易などを通じ
て水資源が比較的容易に手に入る所で食料生産をし、それ
を輸出することで、水資源の活用の面でも最適化を図るこ
とができるとの見解を示しました。さらに、貧しく、かつ
一人当たりの水資源量が少ない国は存在せず、水があれば
食料は生産できること、また気候の温暖化に伴い、干ばつ
と酷暑などの極端気象が頻発し、それが発生した各国での
穀物生産は有意に減少しているが、世界的に見て穀物生産

そのものは増加しており、各国で生じた変動は購買力があ
れば回避できる問題であると、食料安全保障における水問
題をめぐる配分の問題を指摘しました。

③　 末吉竹二郎 国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP 
FI）アジア太平洋地区特別顧問 

「SDGs達成における企業と金融の役割」

末吉特別顧問は、まず、SDGsに向け
た企業の行動指針となっているグロ
ーバル・コンパクトの設立経緯につ
いて、1999年にコフィ・アナン国連
事務総長が世界経済フォーラム（通
称ダボス会議）で、「グローバリゼー
ションの恩恵を最も受けているのは

ビジネスであり、ビジネスは、グローバリゼーションの負
の遺産の解決に取り組んで欲しい」と訴えかけ、その結果
生まれたことを説明しました。加えて2003年、ニューヨ
ーク国連本部で、アナン事務総長は内外の機関投資家に向
けて、責任投資原則（PRI=Principles for Responsible 
Investment）を打ち出し、環境（E）、社会（S）、ガバナ
ンス（G）に配慮したESG投資を行うことを提唱しました。
現在ESG投資は世界で23兆米ドルに及び、世界の投資の
26%に達しています。さらにSDGsは、ビジネスと金融の
基盤である地球と社会の問題解決に関わるものであり、壊
れゆく地球と病む社会からは、決して良いビジネス、良い
金融は生まれないというのが共通理解となりつつあります。
その意味で企業とSDGsは不可分で、ビジネスがSDGsに
取り組むのは当然であり、SDGsを達成することで、多様
性と包摂性、そして強靭性を備えた、誰一人取り残さない
社会を構築する必要性を提言しました。

◯　�セッション3：食料安全保障：栄養と食料生産、フー
ドバリューチェーン

①　 エモン・ウドンケスマリーGNR独立専門家委員会共
同議長 

「栄養価の高い食料生産と食料安全保障」

ウドンケスマリー共同議長は、食事
の変化について、所得の向上、都市化、
女性参画、メディアによる宣伝、グ
ローバリゼーションの影響から、価
値の高い農産物の需要が途上国で増
大したことを取り上げました。そし
て、ほとんどの飢餓と栄養不良人口
は、農村と都市のスラムに集中しており、都市農業がそれ
なりの役割を持つとしても、農産物のほとんどは農村地域

最後の1マイルをいかに届けるかが課題となっており、地
域性を考慮に入れながら、お母さん方に小売りを担っても
らうなど、この問題解消のための様々な取り組みを紹介し
ました。

③　 佐崎淳子UNFPA東京事務所長 
「カイロ合意、SDGs、全ての人へのRHとUHC」

佐崎所長は、1994年にエジプト・カ
イロで開催された「国際人口開発会
議（ICPD）」について説明を行い、
この会議で人口政策・プログラムに
関するパラダイム転換が行われ、こ
れを契機に個人の決定権を尊重し、
一人ひとりが自分にとって望ましい
選択をすることで、人口問題を解決に向けるようになった
と話しました。その際、この概念の中心となったのが「全
ての人がRHを利用できるようになること（Universal 
Access to RH）」でした。今回のSDGsには、UHCの達
成が目標の一つとして初めて盛り込まれ、この「全ての人
がRHを利用できるようになること」は、UHCの一部であ
ると同時に、SDGsを達成に向けるための根幹と言えます。
SDGsの達成には、RHの強化が不可欠であるにも関わら
ず、現在、トランプ政権の下で米国からUNFPAへの拠
出がなくなるなど、厳しい状況にあることを報告しました。

④　 シルビア・ザボー セーブ・ザ・チルドレン（イギリス）
栄養政策アドボカシー・アドバイザー 

「UHCの基礎としての栄養」

ザボー氏は、市民社会代表として発
表を行い、SDGsの栄養並びに健康目
標を達成するためには、分野横断的
な方法が求められており、そのため
には明確かつ計量可能な方法をとる
必要があることを示しました。横断
的に取り組まなければならない分野
としては、子どもに配慮した社会保護システム、UHC、安
全な水の確保や衛生の改善、教育、女性のエンパワーメン
ト、強靭性の強化、食料安全保障などがあり、母子保健の
改善には栄養が不可欠であることなど、一層の理解の必要
性を説きました。また栄養とUHCの関係は不可分であり
ながらも、有機的に議論が行われていない現状を指摘し、
それらを改善するためには、その相関を明確にした多分野
の連携および協力が不可欠であると述べました。

で作られていることから、その担い手の栄養を確保するこ
とが重要である、と指摘しました。特に、10ha以下の小
農民が大半を占め、途上国における農業労働力の45%が
女性で、またサハラ以南アフリカやアジアでは農地の80
％が小規模農民でありながら、世界の栄養の50％がこの
多様な状況下にある小規模農民によって収穫されていま
す。そのため、女性の土地利用権の確保などの制度的対応
をはじめ、フードバリューチェーンに適切な介入を行うこ
とを強く求めました。

②　 柱本修 農林水産省大臣官房参事官（環境・国際） 
「フードバリューチェーンに関する日本の協力」

柱本参事官は、講演の中で、フード
バリューチェーンの構築とは、生産
から製造、加工、流通、消費に至る
各段階の付加価値をつなぐことであ
り、新興国はフードバリューチェー
ン構築の発展段階にあることから、
日本の食のインフラを輸出する商機
があると述べました。農林水産省では、グローバル・フー
ドバリューチェーン戦略（平成26年6月策定）に基づき、
官民連携の取り組みにより各国の課題に対応しており、グ
ローバル戦略推進体制をはじめ、その他の農林水産省が実
施している開発協力の例として、「農林水産分野への支援
を通じた飢餓・貧困削減」、「気候変動等地球的規模の課題
への対応」などの実例を挙げました。

③　 神出元一 全国農業協同組合連合会（JA全農）代表理
事専務 

「持続可能な農業生産・農業経営を目指して」

神出JA全農代表理事専務は、現在
の日本の農業が置かれた基本情報と
して、農業就業人口、大規模経営体
数、耕作面積割合の推移を示し、平
成12年頃から農畜産物の国内生産量
と輸入量が拮抗し始め、その意味で
食料自給率が上昇していることを示

しました。しかし高齢化や人口減少によって国内消費量
の減少が予測される中で、農業生産も「作ればいい」と
いうプロダクトアウトから、「市場にどのように受け入れ
られるか」というマーケットインへ転換する必要があり、
JAは生産から販売までのトータルコストの低減、多様化
する農業者ニーズへの柔軟な対応を行い、新たな市場と
しての海外輸出も念頭に置いた戦略や、農家人口が減少
する中で、日本における農畜産物生産の維持と持続可能
な農業生産・農業経営づくりに尽力していることを説明

しました。

①　 グロバソン・モロ シンジェンタ アジア太平洋地域研究
開発責任者 

「農業技術が食料安全保障に与える影響」

モロ氏は、講演の中で、技術の進歩
によって農地面積はそれほど拡大し
ていないにも関わらず、単位面積当た
りの収量が増加し、それが人口増加
を支えているという分析を紹介しまし
た。シンジェンタ社としては、2020
年までに目に見える貢献を行うことを

目指したコミットメントである「グッド・グロース・プラ
ン（Good Growth Plan）」に従って、資源効率の向上によ
る食料の増産、農地の保全と豊かな生物多様性の促進、健
全な農村社会の実現による貧困の削減につながるよう技術
開発を進め、環境を維持しながら食料安全保障をより確実
なものとし、世界の農民のほとんどを占める小農民の農業
生産性を上げることで貢献したいとの考えを述べました。

◯　閉会
閉会に当たり、モデレーターを務めた末吉特別顧問から、

「農業と食料に関連して排出されるCO2は、世界の排出量
の30％を占めるというデータがあり、この部分に対処で
きれば地球の温暖化抑制に大きく貢献できる。温暖化で最
も被害を受けるのも、おそらく農業を含む第一次産業であ
り、農業生産が地球温暖化対策によって制約を受けること
も考えられ、次回の会合ではぜひこの点を議題に取り上げ
て頂きたい」との提案がなされました。また、提言案の採
択のための討議時間がとれなかったため、会議事務局を務
めたAPDAの楠本事務局長が、一週間意見を募り、特に
なければ提言案の通り採択する旨を提案し、会場から承認
を得ました。

最後に、MCを務めた高橋千秋 元外務副大臣が、今回の会
議が非常に有意義なものとなったことに対し、参加者、会
議を支援したシンジェンタ社に感謝を述べ、今後の連携が
一層拡大することへの期待を表明し、閉会しました。

◯　レセプション
会議後、多目的ホールでレセプショ
ンが行われ、参加者の交流が行われ
ました。レセプションは、今回連携
した市民社会を代表して、白須紀子
日本リザルツ代表より連携の意義に
ついての発言、福田康夫 APDA理事
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開会式に引き続いて、相星孝一 外務
省地球規模課題審議官（大使）が、
SDGsがその前身となるミレニアム
開発目標（MDGs）と異なり、途上
国だけではなく、先進国も自国の問
題として取り組まなければならない
という視点から、「SDGsの国際的動

向と我が国の取り組み」と題した基調講演を行いました。

◯　�セッション１：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）、リプロダクティブ・ヘルス（RH）の基礎
としての栄養

①　 内田淳正 三重大学学長顧問・前学長 
「健康長寿を支える栄養－医学的見地からの考察」

内田学長顧問は、健康長寿と生活、
栄養の関係について講演を行い、健
康長寿の実現には、栄養バランスの
取れた食事をきちんと控えめにとり、
適切な運動をすることが最も重要な
のは明らかであるにも関わらず、多
くの人たちが自分の生活スタイルを
変えずに、病気にかかって治療してもらう方が楽だと考え、
そのように行動していることが医療費増大の大きな原因と
なっている、と話しました。また健康寿命と寿命の格差は、
県別で大きく差があり、これは寿命が死亡届に基づいた客
観的なデータであるのに対し、健康寿命はアンケート調査
に基づく主観的なものであることが原因であり、今後政策
立案を適切に行うためにも、健康寿命を客観化し、要介護
度などの指標を使った客観的な調査法などに切り替える必
要性を指摘しました。

②　 取出恭彦 味の素株式会社母子栄養改善室シニアアド
バイザー 

「栄養改善とSDGs－途上国における栄養改善実現の
ためのマルチステークホルダー連携」

取出氏は、味の素がガーナで行って
いるプロジェクトの説明を行い、そ
の得意分野であるアミノ酸技術、栄
養に関する知見を活用して、栄養不
良の削減を具体的に進めるとともに、
企業にとっての新たなマーケットと
していくことで、適切な企業利益に
つながるように努力していること、そうすることで初めて
事業の継続が可能になると話しました。ただ栄養が適切に
摂れていない地域は、インフラも整備されていないために、

◯　�セッション2：環境とその食料生産および人口に対す
る影響

①　 楠本修 APDA事務局長／常務理事・日本大学講師 
「人口、環境、食料生産」

楠本事務局長は、個人
的な研究成果の発表
であることを断った
上で、地球という惑星
において生命圏は非
常に脆弱で微妙なバ
ランスの上に成り立っているのに、人間の活動だけが自然
界のバランスを無視して拡大し、非常に大きな負荷をかけ
ていると説明しました。「人類の歴史の中で、現在の食料
の状況は例外的と言っていいほど恵まれており、それは地
球に大きな負荷をかけることで維持されています。当然、
生態系が劣化すれば、食料安全保障が脅かされます。人類
社会の歴史は、変化に対する適応の結果を正当化してきた
歴史であると言え、どんなに悲惨なことが起こっても、そ
れは生き残った人々によって正当化されてきました。悲惨
な状況が生じることを防ぐためには、そうならないように
条件を整備する必要があり、これは現在に生きる者の責務
であると言えます。その中でも人口問題への取り組み、特
に具体的対処として、望まない妊娠を防ぐために『全ての
人がRHを利用できるようになる』ための努力が重要とな
ります」と述べました。

②　 沖大幹 東京大学教授・国連大学上級副学長 
「淡水資源と食料生産」

沖教授は、講演の中で、水資源
が稀少な資源であることを踏ま
えながらも、飢饉の頻度は変わ
らないものの規模が縮小してき
ていること、水資源取水量の上
昇が鈍化し、世界人口の伸びも
鈍化してきていることを指摘しました。また、1ｔの小麦
を作るのに1000ｔの水が必要となり、1ｔの牛肉を作るた
めには、その数万倍の水が必要であることを考えれば、食
料貿易は膨大な水の貿易でもあり、適切な貿易などを通じ
て水資源が比較的容易に手に入る所で食料生産をし、それ
を輸出することで、水資源の活用の面でも最適化を図るこ
とができるとの見解を示しました。さらに、貧しく、かつ
一人当たりの水資源量が少ない国は存在せず、水があれば
食料は生産できること、また気候の温暖化に伴い、干ばつ
と酷暑などの極端気象が頻発し、それが発生した各国での
穀物生産は有意に減少しているが、世界的に見て穀物生産

そのものは増加しており、各国で生じた変動は購買力があ
れば回避できる問題であると、食料安全保障における水問
題をめぐる配分の問題を指摘しました。

③　 末吉竹二郎 国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP 
FI）アジア太平洋地区特別顧問 

「SDGs達成における企業と金融の役割」

末吉特別顧問は、まず、SDGsに向け
た企業の行動指針となっているグロ
ーバル・コンパクトの設立経緯につ
いて、1999年にコフィ・アナン国連
事務総長が世界経済フォーラム（通
称ダボス会議）で、「グローバリゼー
ションの恩恵を最も受けているのは

ビジネスであり、ビジネスは、グローバリゼーションの負
の遺産の解決に取り組んで欲しい」と訴えかけ、その結果
生まれたことを説明しました。加えて2003年、ニューヨ
ーク国連本部で、アナン事務総長は内外の機関投資家に向
けて、責任投資原則（PRI=Principles for Responsible 
Investment）を打ち出し、環境（E）、社会（S）、ガバナ
ンス（G）に配慮したESG投資を行うことを提唱しました。
現在ESG投資は世界で23兆米ドルに及び、世界の投資の
26%に達しています。さらにSDGsは、ビジネスと金融の
基盤である地球と社会の問題解決に関わるものであり、壊
れゆく地球と病む社会からは、決して良いビジネス、良い
金融は生まれないというのが共通理解となりつつあります。
その意味で企業とSDGsは不可分で、ビジネスがSDGsに
取り組むのは当然であり、SDGsを達成することで、多様
性と包摂性、そして強靭性を備えた、誰一人取り残さない
社会を構築する必要性を提言しました。

◯　�セッション3：食料安全保障：栄養と食料生産、フー
ドバリューチェーン

①　 エモン・ウドンケスマリーGNR独立専門家委員会共
同議長 

「栄養価の高い食料生産と食料安全保障」

ウドンケスマリー共同議長は、食事
の変化について、所得の向上、都市化、
女性参画、メディアによる宣伝、グ
ローバリゼーションの影響から、価
値の高い農産物の需要が途上国で増
大したことを取り上げました。そし
て、ほとんどの飢餓と栄養不良人口
は、農村と都市のスラムに集中しており、都市農業がそれ
なりの役割を持つとしても、農産物のほとんどは農村地域

最後の1マイルをいかに届けるかが課題となっており、地
域性を考慮に入れながら、お母さん方に小売りを担っても
らうなど、この問題解消のための様々な取り組みを紹介し
ました。

③　 佐崎淳子UNFPA東京事務所長 
「カイロ合意、SDGs、全ての人へのRHとUHC」

佐崎所長は、1994年にエジプト・カ
イロで開催された「国際人口開発会
議（ICPD）」について説明を行い、
この会議で人口政策・プログラムに
関するパラダイム転換が行われ、こ
れを契機に個人の決定権を尊重し、
一人ひとりが自分にとって望ましい
選択をすることで、人口問題を解決に向けるようになった
と話しました。その際、この概念の中心となったのが「全
ての人がRHを利用できるようになること（Universal 
Access to RH）」でした。今回のSDGsには、UHCの達
成が目標の一つとして初めて盛り込まれ、この「全ての人
がRHを利用できるようになること」は、UHCの一部であ
ると同時に、SDGsを達成に向けるための根幹と言えます。
SDGsの達成には、RHの強化が不可欠であるにも関わら
ず、現在、トランプ政権の下で米国からUNFPAへの拠
出がなくなるなど、厳しい状況にあることを報告しました。

④　 シルビア・ザボー セーブ・ザ・チルドレン（イギリス）
栄養政策アドボカシー・アドバイザー 

「UHCの基礎としての栄養」

ザボー氏は、市民社会代表として発
表を行い、SDGsの栄養並びに健康目
標を達成するためには、分野横断的
な方法が求められており、そのため
には明確かつ計量可能な方法をとる
必要があることを示しました。横断
的に取り組まなければならない分野
としては、子どもに配慮した社会保護システム、UHC、安
全な水の確保や衛生の改善、教育、女性のエンパワーメン
ト、強靭性の強化、食料安全保障などがあり、母子保健の
改善には栄養が不可欠であることなど、一層の理解の必要
性を説きました。また栄養とUHCの関係は不可分であり
ながらも、有機的に議論が行われていない現状を指摘し、
それらを改善するためには、その相関を明確にした多分野
の連携および協力が不可欠であると述べました。

で作られていることから、その担い手の栄養を確保するこ
とが重要である、と指摘しました。特に、10ha以下の小
農民が大半を占め、途上国における農業労働力の45%が
女性で、またサハラ以南アフリカやアジアでは農地の80
％が小規模農民でありながら、世界の栄養の50％がこの
多様な状況下にある小規模農民によって収穫されていま
す。そのため、女性の土地利用権の確保などの制度的対応
をはじめ、フードバリューチェーンに適切な介入を行うこ
とを強く求めました。

②　 柱本修 農林水産省大臣官房参事官（環境・国際） 
「フードバリューチェーンに関する日本の協力」

柱本参事官は、講演の中で、フード
バリューチェーンの構築とは、生産
から製造、加工、流通、消費に至る
各段階の付加価値をつなぐことであ
り、新興国はフードバリューチェー
ン構築の発展段階にあることから、
日本の食のインフラを輸出する商機
があると述べました。農林水産省では、グローバル・フー
ドバリューチェーン戦略（平成26年6月策定）に基づき、
官民連携の取り組みにより各国の課題に対応しており、グ
ローバル戦略推進体制をはじめ、その他の農林水産省が実
施している開発協力の例として、「農林水産分野への支援
を通じた飢餓・貧困削減」、「気候変動等地球的規模の課題
への対応」などの実例を挙げました。

③　 神出元一 全国農業協同組合連合会（JA全農）代表理
事専務 

「持続可能な農業生産・農業経営を目指して」

神出JA全農代表理事専務は、現在
の日本の農業が置かれた基本情報と
して、農業就業人口、大規模経営体
数、耕作面積割合の推移を示し、平
成12年頃から農畜産物の国内生産量
と輸入量が拮抗し始め、その意味で
食料自給率が上昇していることを示

しました。しかし高齢化や人口減少によって国内消費量
の減少が予測される中で、農業生産も「作ればいい」と
いうプロダクトアウトから、「市場にどのように受け入れ
られるか」というマーケットインへ転換する必要があり、
JAは生産から販売までのトータルコストの低減、多様化
する農業者ニーズへの柔軟な対応を行い、新たな市場と
しての海外輸出も念頭に置いた戦略や、農家人口が減少
する中で、日本における農畜産物生産の維持と持続可能
な農業生産・農業経営づくりに尽力していることを説明

しました。

①　 グロバソン・モロ シンジェンタ アジア太平洋地域研究
開発責任者 

「農業技術が食料安全保障に与える影響」

モロ氏は、講演の中で、技術の進歩
によって農地面積はそれほど拡大し
ていないにも関わらず、単位面積当た
りの収量が増加し、それが人口増加
を支えているという分析を紹介しまし
た。シンジェンタ社としては、2020
年までに目に見える貢献を行うことを

目指したコミットメントである「グッド・グロース・プラ
ン（Good Growth Plan）」に従って、資源効率の向上によ
る食料の増産、農地の保全と豊かな生物多様性の促進、健
全な農村社会の実現による貧困の削減につながるよう技術
開発を進め、環境を維持しながら食料安全保障をより確実
なものとし、世界の農民のほとんどを占める小農民の農業
生産性を上げることで貢献したいとの考えを述べました。

◯　閉会
閉会に当たり、モデレーターを務めた末吉特別顧問から、

「農業と食料に関連して排出されるCO2は、世界の排出量
の30％を占めるというデータがあり、この部分に対処で
きれば地球の温暖化抑制に大きく貢献できる。温暖化で最
も被害を受けるのも、おそらく農業を含む第一次産業であ
り、農業生産が地球温暖化対策によって制約を受けること
も考えられ、次回の会合ではぜひこの点を議題に取り上げ
て頂きたい」との提案がなされました。また、提言案の採
択のための討議時間がとれなかったため、会議事務局を務
めたAPDAの楠本事務局長が、一週間意見を募り、特に
なければ提言案の通り採択する旨を提案し、会場から承認
を得ました。

最後に、MCを務めた高橋千秋 元外務副大臣が、今回の会
議が非常に有意義なものとなったことに対し、参加者、会
議を支援したシンジェンタ社に感謝を述べ、今後の連携が
一層拡大することへの期待を表明し、閉会しました。

◯　レセプション
会議後、多目的ホールでレセプショ
ンが行われ、参加者の交流が行われ
ました。レセプションは、今回連携
した市民社会を代表して、白須紀子
日本リザルツ代表より連携の意義に
ついての発言、福田康夫 APDA理事
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開会式に引き続いて、相星孝一 外務
省地球規模課題審議官（大使）が、
SDGsがその前身となるミレニアム
開発目標（MDGs）と異なり、途上
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題として取り組まなければならない
という視点から、「SDGsの国際的動

向と我が国の取り組み」と題した基調講演を行いました。

◯　�セッション１：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）、リプロダクティブ・ヘルス（RH）の基礎
としての栄養

①　 内田淳正 三重大学学長顧問・前学長 
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適切な運動をすることが最も重要な
のは明らかであるにも関わらず、多
くの人たちが自分の生活スタイルを
変えずに、病気にかかって治療してもらう方が楽だと考え、
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Data & Information

SDGs達成に向けた人口と食料安全保障会議　Ⅱ
2017年　提言

前文：私たちは2017年4月17日に開催された「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた人口と食料安全保障会議II」で
の協議に基づき、SDGsの達成に向けて具体的な対策を推進するために以下の提言を行う。

1.　2016年に開催された「SDGs達成に向けた人口と食料安全保障キックオフ会合」の成果である、人口増加に対
する食料安全保障を確保するための「2016年　提言」を確認する。

2.　SDGsの基調である「誰も取り残されない」世界の実現は、我が国の国際協力の柱である「人間の安全保障」
と政府が推進する「すべての女性が輝く社会」の実現と軌を一にするものである。またもう一つの基調である

「人間の尊厳」の保たれる社会の構築は、人口と開発に関する国会議員活動の当初からの理念でもある。従って、
SDGsを実現に向けることは、日本政府にとって、また人口と開発に関する国会議員活動にとって不可欠の取
り組みと言える。これを実現するためには、人口問題、栄養の確保を含む食料安全保障への取り組みが必須で
あり、それを実現するための具体的な行動が求められている。

3.　さらにこの人口、環境、栄養の確保を含む食料安全保障、ユニバーサル･ヘルス･カバレッジ（UHC）の達成
は相互依存的であり、不可分な関係にある。従って、SDGsを達成するためには；

①　人口の安定化を図るために、情報を得た上での選択に基づく人口問題への自発的な取り組みを促進するととも
に、UHCを実現するためにも、全ての人がリプロダクティブ・ヘルス（RH）サービスを利用できるようにし、

②　世界人口が増加を続けている中で食料安全保障を実現するためには、淡水資源の制約、気候変動など環境要
因を考慮に入れた環境適合的な農業開発に加え、生産から小売りまでの食品ロスを減らすフードバリューチ
ェーンを構築し、

③　伝統的な食料生産を再評価し、共同体の機能を強化するなどの食料生産に関連する適切な投資に加え、教育
を中心とした人的資源開発を、特に女性に向けて行い、

④　小規模農家への支援、その中でも、女性が男性と同等に資源、特に土地を利用できるとともにその権利を確
保できるよう推進し、

⑤　適切な栄養の確保を含む食料安全保障の達成のために、環境耐性が高い優良種子の開発・生産などを科学的
に推進し、

⑥　栄養確保は食料安全保障の重要な要素であるだけでなく、UHCの基盤でもあり、健康な次世代の育成とい
う意味からも、妊娠時からの1000日間の栄養を確保するとともに、母乳育児を推進・保護し、また大きな
財政負担を伴わない健康長寿への取り組みとして高齢者における適切な栄養摂取を確保し、

⑦　環境負荷の少ない技術の開発、省資源型の開発を推進することに加え、有害性の低下に向けた企業努力を適
切に評価することなどが、不可欠であることを再確認する。

4.　こうした取り組みを推進にするためには、政府、市民社会、企業の連携が必須である。私たちはCSR活動を
通じた企業の社会貢献を支持するとともに、企業活動がグローバル・コンパクトをはじめとする経済メカニズ
ムおよび環境資金メカニズムと有機的に連携し、企業利益と公益をより一層両立できるようにするための制度
構築を行うよう呼びかける。

以上の提言を行い、人口問題への取り組みと食料安全保障達成に向けた議論の一助とする。

長の参加者への感謝の言葉の後、
小杉隆 元文部大臣・元GLOBE
インターナショナル会長の乾杯
の発声で始まりました。続いて、

谷合正明 参
議 院 議 員、
松本剛明 衆議院議員・元外務大臣、
林芳正 参議院議員・JPFP幹事・元
農林水産大臣・元防衛大臣がそれぞ
れ挨拶を述べ、この問題に取り組む
重要性を強調しました。トリを努め

た逢沢一郎 JPFP会長代行・国際母
子栄養改善議連副会長は、日本AU
友好議連会長も務めていることから、

「人口問題と栄養の問題の両方共、ア
フリカが中心となる課題であり、ア
フリカ開発において非常に重要な役
割を持つ、このような地球規模課題
の解決のために、市民社会の皆様と国会議員が連携して取
り組んでいきましょう」と呼びかけました。和やかな雰囲
気の中で、多くの参加者が交流を深めることができました。

SDGs達成に向けた人口と食料安全保障
会議Ⅱ開催

「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた人口と食料
安全保障会議II」が、公益財団法人アジア人口・開発協会

（APDA）主催、国際人口問題議員懇談会（JPFP）共催、
シンジェンタ社、外務省、農林水産省の後援で、4月17日
に衆議院第一議員会館1F国際会議室で開催されました。
この会議は、SDGs達成には人口の安定化と食料安全保障
の確立が不可欠であるとの理念に基づき、昨年10月24日
に開催されたキックオフ会合に引き続くものです。

今回の会議は、栄養を「質の食料安全保障」と位置付け、
セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン、日本リザルツ、ワー
ルド・ビジョン・ジャパン、栄養不良対策行動ネットワー
ク、国際母子栄養改善議員連盟などの「栄養」に関わる市
民社会が午前中に共催した「世界栄養報告（GNR）セミ
ナー」と連携して開催されました。会議では、準備の段階
から広く意見を募り、会議成果を反映させた「提言」が採
択されました。

◯　開会式
開会式は、高橋千秋 元外務副大臣・
日本農産物輸出組合理事長の司会進
行の下、まず主催者を代表して、福
田康夫 APDA理事長・JPFP名誉会
長・元内閣総理大臣が歓迎挨拶を行
いました。福田理事長は、今回の会
議は昨年の会議の成果を踏まえ、質
の食料安全保障としての栄養の確保、水資源の制約を中心
に、これらの課題を解決に向けるための官民連携メカニズ
ムであるグローバル・コンパクトの推進に焦点を当てたも
のであり、「持続可能な開発の達成という共通の目標を達

成するためには知恵が必要であり、
様々な分野で活躍しているそれぞれ
の組織が、その専門性を活かしなが
ら連携する事で、素晴らしいアイデ
アが出てくるのではないかと期待す
る。この会議がSDGs達成に向けた
プラットフォームになって欲しい」

と期待を述べました。

続いて、逢沢一郎 衆議院議員・APDA
理事・JPFP会長代行が、JPFPおよ
び国際母子栄養改善議員連盟を代表
して、人口問題と栄養の関連性とそ
の重要性、日本が取り組んでいく意
義を強調し、「こうした地球規模課
題の解決のために、国会議員が市民
社会と連携し、共に取り組んでいくことが重要である」
と挨拶しました。

増子輝彦 参議院議員・APDA理事・
JPFP副会長は、東日本大震災により
甚大な被害を受けた福島選出の国会
議員として、福島から避難した児童
生徒に対するいじめなどに見られる
ような、科学的知識の欠如が引き起
こす問題に触れ、「科学技術に過度に
依存することも間違いなら、科学技術を無視することも誤
りであり、持続可能な開発を達成するためには正しい科学
的知識を持って、適切にそれを利用していくことが不可欠
である」と、持続可能な開発に向けた科学技術のあり方を
問いかけました。

最後に、会議開催を支援したシンジ
ェンタジャパン株式会社の篠原聡明 
代表取締役社長が挨拶を行い、「企業
活動が持続的なものとなるためにも、
企業、市民社会、政府が連携して
SDGsを達成していくことが重要で
ある」と会議支援の意義について触

れ、主催者および会議開催に尽力した関係者に感謝の言葉
を述べました。
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２． ご参加いただいた主な目的・理由は何ですか、
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）

４． 今回の会議は企業、政府、市民社会の連携の試みと
して開催しました。こうした事業についてどのよう
な印象をお持ちでしょうか。（１つ○をつけて下さい）

３． どのような分野に関心がおありですか、
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）

５． 企業と市民社会の連携に必要と思う行動に
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）
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SDGs達成に向けた人口と食料安全保障会議　Ⅱ
2017年　提言

前文：私たちは2017年4月17日に開催された「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた人口と食料安全保障会議II」で
の協議に基づき、SDGsの達成に向けて具体的な対策を推進するために以下の提言を行う。

1.　2016年に開催された「SDGs達成に向けた人口と食料安全保障キックオフ会合」の成果である、人口増加に対
する食料安全保障を確保するための「2016年　提言」を確認する。

2.　SDGsの基調である「誰も取り残されない」世界の実現は、我が国の国際協力の柱である「人間の安全保障」
と政府が推進する「すべての女性が輝く社会」の実現と軌を一にするものである。またもう一つの基調である

「人間の尊厳」の保たれる社会の構築は、人口と開発に関する国会議員活動の当初からの理念でもある。従って、
SDGsを実現に向けることは、日本政府にとって、また人口と開発に関する国会議員活動にとって不可欠の取
り組みと言える。これを実現するためには、人口問題、栄養の確保を含む食料安全保障への取り組みが必須で
あり、それを実現するための具体的な行動が求められている。

3.　さらにこの人口、環境、栄養の確保を含む食料安全保障、ユニバーサル･ヘルス･カバレッジ（UHC）の達成
は相互依存的であり、不可分な関係にある。従って、SDGsを達成するためには；

①　人口の安定化を図るために、情報を得た上での選択に基づく人口問題への自発的な取り組みを促進するととも
に、UHCを実現するためにも、全ての人がリプロダクティブ・ヘルス（RH）サービスを利用できるようにし、

②　世界人口が増加を続けている中で食料安全保障を実現するためには、淡水資源の制約、気候変動など環境要
因を考慮に入れた環境適合的な農業開発に加え、生産から小売りまでの食品ロスを減らすフードバリューチ
ェーンを構築し、

③　伝統的な食料生産を再評価し、共同体の機能を強化するなどの食料生産に関連する適切な投資に加え、教育
を中心とした人的資源開発を、特に女性に向けて行い、

④　小規模農家への支援、その中でも、女性が男性と同等に資源、特に土地を利用できるとともにその権利を確
保できるよう推進し、

⑤　適切な栄養の確保を含む食料安全保障の達成のために、環境耐性が高い優良種子の開発・生産などを科学的
に推進し、

⑥　栄養確保は食料安全保障の重要な要素であるだけでなく、UHCの基盤でもあり、健康な次世代の育成とい
う意味からも、妊娠時からの1000日間の栄養を確保するとともに、母乳育児を推進・保護し、また大きな
財政負担を伴わない健康長寿への取り組みとして高齢者における適切な栄養摂取を確保し、

⑦　環境負荷の少ない技術の開発、省資源型の開発を推進することに加え、有害性の低下に向けた企業努力を適
切に評価することなどが、不可欠であることを再確認する。

4.　こうした取り組みを推進にするためには、政府、市民社会、企業の連携が必須である。私たちはCSR活動を
通じた企業の社会貢献を支持するとともに、企業活動がグローバル・コンパクトをはじめとする経済メカニズ
ムおよび環境資金メカニズムと有機的に連携し、企業利益と公益をより一層両立できるようにするための制度
構築を行うよう呼びかける。

以上の提言を行い、人口問題への取り組みと食料安全保障達成に向けた議論の一助とする。

長の参加者への感謝の言葉の後、
小杉隆 元文部大臣・元GLOBE
インターナショナル会長の乾杯
の発声で始まりました。続いて、

谷合正明 参
議 院 議 員、
松本剛明 衆議院議員・元外務大臣、
林芳正 参議院議員・JPFP幹事・元
農林水産大臣・元防衛大臣がそれぞ
れ挨拶を述べ、この問題に取り組む
重要性を強調しました。トリを努め

た逢沢一郎 JPFP会長代行・国際母
子栄養改善議連副会長は、日本AU
友好議連会長も務めていることから、

「人口問題と栄養の問題の両方共、ア
フリカが中心となる課題であり、ア
フリカ開発において非常に重要な役
割を持つ、このような地球規模課題
の解決のために、市民社会の皆様と国会議員が連携して取
り組んでいきましょう」と呼びかけました。和やかな雰囲
気の中で、多くの参加者が交流を深めることができました。

SDGs達成に向けた人口と食料安全保障
会議Ⅱ開催

「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた人口と食料
安全保障会議II」が、公益財団法人アジア人口・開発協会

（APDA）主催、国際人口問題議員懇談会（JPFP）共催、
シンジェンタ社、外務省、農林水産省の後援で、4月17日
に衆議院第一議員会館1F国際会議室で開催されました。
この会議は、SDGs達成には人口の安定化と食料安全保障
の確立が不可欠であるとの理念に基づき、昨年10月24日
に開催されたキックオフ会合に引き続くものです。

今回の会議は、栄養を「質の食料安全保障」と位置付け、
セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン、日本リザルツ、ワー
ルド・ビジョン・ジャパン、栄養不良対策行動ネットワー
ク、国際母子栄養改善議員連盟などの「栄養」に関わる市
民社会が午前中に共催した「世界栄養報告（GNR）セミ
ナー」と連携して開催されました。会議では、準備の段階
から広く意見を募り、会議成果を反映させた「提言」が採
択されました。

◯　開会式
開会式は、高橋千秋 元外務副大臣・
日本農産物輸出組合理事長の司会進
行の下、まず主催者を代表して、福
田康夫 APDA理事長・JPFP名誉会
長・元内閣総理大臣が歓迎挨拶を行
いました。福田理事長は、今回の会
議は昨年の会議の成果を踏まえ、質
の食料安全保障としての栄養の確保、水資源の制約を中心
に、これらの課題を解決に向けるための官民連携メカニズ
ムであるグローバル・コンパクトの推進に焦点を当てたも
のであり、「持続可能な開発の達成という共通の目標を達

成するためには知恵が必要であり、
様々な分野で活躍しているそれぞれ
の組織が、その専門性を活かしなが
ら連携する事で、素晴らしいアイデ
アが出てくるのではないかと期待す
る。この会議がSDGs達成に向けた
プラットフォームになって欲しい」

と期待を述べました。

続いて、逢沢一郎 衆議院議員・APDA
理事・JPFP会長代行が、JPFPおよ
び国際母子栄養改善議員連盟を代表
して、人口問題と栄養の関連性とそ
の重要性、日本が取り組んでいく意
義を強調し、「こうした地球規模課
題の解決のために、国会議員が市民
社会と連携し、共に取り組んでいくことが重要である」
と挨拶しました。

増子輝彦 参議院議員・APDA理事・
JPFP副会長は、東日本大震災により
甚大な被害を受けた福島選出の国会
議員として、福島から避難した児童
生徒に対するいじめなどに見られる
ような、科学的知識の欠如が引き起
こす問題に触れ、「科学技術に過度に
依存することも間違いなら、科学技術を無視することも誤
りであり、持続可能な開発を達成するためには正しい科学
的知識を持って、適切にそれを利用していくことが不可欠
である」と、持続可能な開発に向けた科学技術のあり方を
問いかけました。

最後に、会議開催を支援したシンジ
ェンタジャパン株式会社の篠原聡明 
代表取締役社長が挨拶を行い、「企業
活動が持続的なものとなるためにも、
企業、市民社会、政府が連携して
SDGsを達成していくことが重要で
ある」と会議支援の意義について触

れ、主催者および会議開催に尽力した関係者に感謝の言葉
を述べました。

食料
安全
保障 人口

環境
・水 栄養 RH

その
他農業

会議アンケート結果

２． ご参加いただいた主な目的・理由は何ですか、
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）

４． 今回の会議は企業、政府、市民社会の連携の試みと
して開催しました。こうした事業についてどのよう
な印象をお持ちでしょうか。（１つ○をつけて下さい）

３． どのような分野に関心がおありですか、
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）

５． 企業と市民社会の連携に必要と思う行動に
　　 ○をつけて下さい（複数回答可）

非常に良かった
良かった
あまり良くなかった
良くなかった

非常に良かった
良かった
あまり良くなかった
良くなかった

非常に良かった
良かった
あまり良くなかった
良くなかった

非常に良かった
良かった
あまり良くなかった
良くなかった

参加
者交
流・
ネッ
トワ
ーク登壇

者
テー
マ

GN
Rに
参加
した
から その

他

ぜひ必要
まあ必要
ケースバイケース
無意味

社会
貢献
活動
/R
&D

を進
める

事業
を通
じた
連携
を

拡大
する

外部
への
広報
を行
う

今回
のよ
うな
接触
の

機会
を増
やす

１． 本日の会議のセッションの満足度
b. セッション１

d. セッション３

a. 全体

c. セッション２
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